
 
 

事業報告 

（2017年4月1日～2018年3月31日） 

 

公益財団法人国際労務管理財団は、1993 年の事業開始以来、25 年を経過し、財団の国際
協力・国際貢献に関し着実に実績を積み重ねてきている。 
技能実習等の情報提供については、セミナー開催に力を注ぐ一方、国際交流を図る為、人

材交流、文化交流等、広い分野にも視野をおくよう努めた。外国人技能実習生受入れに関す

る監理活動については、技能実習生への不利益な取扱いが行われる事の無いよう、制度の趣

旨に沿った適切な対応に努めた。また、建設分野の技能実習修了者が、技能実習の後、再入

国又は在留資格変更を行い、更に受入れ企業との雇用関係の下で建設業務に従事する建設就

労者受入事業についても、特定監理団体としての活動を継続した。 
財団の体制の整備については、昨年度に引き続き、組織・運営の見直しを行うとともに、

一層の合理化、適正化に努め、財団の機能の活性化に努めた。 
 
１．国際交流等事業（公益目的事業１） 
（１）海外における労働事情、企業の海外進出、経済動向等に関する調査研究 
① 中華人民共和国 
・中国内陸部への企業の海外進出時の問題点等の把握を行った。 

② ベトナム社会主義共和国 
・企業の海外進出時の問題点等の把握を行った  

③ インドネシア共和国 
・企業の海外進出時の問題点等の把握を行った 

④ バングラデシュ 
・2017年 9月 20日から 9月 23日まで、首都ダッカを訪れ、視察・調査を行った。バ
ングラデシュの経済、労働事情について、企業関係者と意見交換をし、バングラデ

シュの情勢や経済の最新状況の把握に努めた。特に、所得水準及び物価水準の動向、

地域的な産業分野の変化とその状況、勤労者の勤労観の変化等について現地調査を

行った。 
・企業の要望に応じ、現地の雇用・教育等に関する調査を行い、ホームページその他

で適宜情報を提供した。 
 
（２）セミナーの開催 

中小企業をはじめとする国内企業の海外進出、および国際化を支援するため、調査

研究事業等で得た情報をもとに、既に海外へ進出している企業及び、今後進出を希望

する企業等を対象に、説明会を開催した。セミナーには、総計 126社 177名の参加を
得た。 

 
（３）人材交流事業 
①人材育成交流会の開催 
・2017年 5月 11日、ベトナム ハノイ市にて、同月 13日、および 9月 6日には、ベ



 
 

トナム ハティン省に於いて、日越人材育成交流会を開催し、海外で学ぶことを希望

している学生やその教育従事者との交流を図った。 
・2017年 10月 26日に日越経済、人材育成交流セミナーを沖縄県那覇市で開催した。
駐日ベトナム社会主義共和国大使館からも基調講演を頂くなど共催団体として協力を

得、ベトナム社会主義共和国への進出のメリットを紹介した。 
 

③その他交流活動 
・2017 年 5月 20 日に在日ベトナム社会主義共和国大使館に於いて開催されたチャリ
ティーコンサートを支援した。 

・2017年 6月 10日、11日に代々木公園で開催されたベトナムフェスティバルへの共
催、及びブース出展を実施した。 

・ベトナム ハティン省カンロック郡ヴォンロック幼稚園、及びフォンケ郡フォンロ

ン幼小学校へ浄水装置を各 1機寄贈した。 
 
２．外国人技能実習生受入れ事業（公益目的事業２） 
 OTIT及び JITCOの支援を受けつつ、技能・技術の修得を目的とする外国人技能実習生の 
受入れを積極的かつ適正に実施した。 
 
（１）新技能実習制度への対応 
    新制度への移行に伴う関係政省令の公布に基づき、速やかな体制強化の結果、一般

監理事業を行う団体として許可された。この許可を受け、新技能実習制度の説明機会

を多種設け、各国送り出し機関、及び各地の既存実習実施者に対し、新制度の解釈と

今後の展望についての伝播に努めた。 
 
（２）監理、指導の強化 
    OTIT及び JITCO国際部と連携を図り、関係国送出し機関についての情報収集に当

たるとともに、JITCOの出入国部及び能力開発部との情報交換を行い、関係法令、技
能実習、移行職種の作業内容等の知識を深め、技能実習の趣旨に即した適正な技能実

習計画の策定及び監理・指導の強化を図った。 
 
（３）送出し国関連情報の収集 
   バングラデシュについて、各種調査の機会を利用して、送出し機関の送出し業務に

係る各種情報の収集を行った。 
   ベトナム社会主義共和国についても、ベトナム海外労働局関係者との情報交換時に、

中部の送出し等の情報把握に努めた。 
   中国、インドネシア、タイ、フィリピン、カンボジア、ミャンマー、及びモンゴル

についても、引き続き送出し機関等の情報収集に努めた。 
 
（４）事前講習及び講習の強化 
    技能実習制度の趣旨に沿った適切な入国直後の講習の実施とその確保に努めるとと



 
 

もに、日本語教育についても教材を当財団独自で開発して使用するなど、効果的な教

育に努めた。 
    また、実習実施機関における技能実習生の実習状況を送出し国及び六甲山研修セン

ターにフィードバックし、入国前講習及び日本での入国直後の講習に適切に反映され

るように配慮した。具体的には、実習実施機関で発生したトラブル及び好事例を迅速

に送出し機関、及び六甲山研修センターに伝達して、配属前に技能実習生にトラブル

防止等の注意喚起をするとともに、技能実習生の技能修得への意欲を高めるため現実

的な成功例を示した。 
    更に、入国前講習機関教師と六甲山研修センター教師との間にて技能実習生の学習

上の問題等情報の交換を密にし、きめ細かな対応を実施した。 
    より日本語能力を必要とする職種等、実習実施機関の要望を踏まえて、日本語教育

特別プログラムを送出し機関へ提案し、具体化に努めた。 
 
（５）送出し機関との協力体制強化 
    送出し機関との協力・交流を次のとおり実施した。 
 
   ＜中国送出し機関＞ 
    ア．威海方正国際合作有限公司 
      2018年 1月、同社総経理が来日し、日本の受け入れ企業において発生した実習

生の問題行動に対しての相談、及び監理上の留意点等について財団と打ち合わせ

を行った。 
 

イ. 遼寧欧美亜経済技術合作有限公司 
2018年 3月 11日から 14日まで、同本社を訪問し、同社施設および医薬学校を
視察した。日本語教育や介護教育の実態を確認し、介護の実習実施機関が要求す

る現状報告も兼ねた調査を行った。 
 

ウ. 煙台国際経済技術合作集団有限公司 
2017年 11月、同社社員が来日し財団と業務打合せを行った。 
 

   ＜ベトナム送出し機関＞ 
ア．HOANG LONG人材開発株式会社 

2017 年 5 月、同本社社員が来日し、日本駐在社員同席のもと財団役職員と今
後の展開について意見交換を行った。 

 
        イ．EMICO 
       2017 年 5 月、同社社員と共に、実習実施機関を訪問し現状確認、及び教育実

習を行った。また、2017年 7月及び 11月、同社社長および社員が来日し、財団
との業務打合せを行った。 

 



 
 

ウ． SAOVIET 
      2017年 11月、実習実施機関への監査の際、同社日本駐在所長も同行した 
      同月、同社会長及び社員が来日、同社日本駐在所長と共に来団し実習実施機関に

ついての打合せを行った。 
      2017年 12 月、同社日本駐在所長が来団し、監理上の留意点などの打合せを行

った。 
2018年1月、同社会長および社員等が来日し、財団役職員との打合せを行った。 

 
    エ．HOANG HUNG JAPAN 
      2017年 7月及び 12月、同社社員と今後の取り組みについて打合せを行った。 
 
  ＜ミャンマー送出し機関＞ 
    ア． MYANMAR UNITY 
      2018年 3月、同社日本法人社員が来団し、同社の活動内容などの詳細及びミャ

ンマー送り出し機関の体制について説明を行った。財団が実習を実施する介護、

他の職種についても意見交換を行った。 
 
  ＜インドネシア送出し機関＞ 
    ア．JLMC  
      2017年 12 月、同社社員が来団し、同社の宣伝活動を受ける。財団との今後の

取り組みを検討することとした。 
 
    また、2017年 4月に、ベトナム ハノイと東京において、第５回Ｉ.Ｐ.Ｍ.技能実習

新制度説明会を開催した。新制度の仕組み、および技能実習生の送出し機関に係わる

業務上の留意点を説明し質疑応答などを行った。本説明会に出席した送出し機関から

は、新制度に対する疑問点や業務上の留意点などの質問があり、闊達な意見交換が行

われた。 
 
（６）実習実施機関に対する監査の強化 
    技能実習の実施機関が、労働基準法・労働安全衛生法等、法令に違反などがないよ

う、役職員による監査を、適正に実施するとともに、実習実施機関の理解と協力を促

した。特に、時間外労働の適正化及び定期健康診断の実施について重点的に指導した。 
 
（７）技能実習中の技術や言語の修得状況の把握及び技能実習修了者の帰国後就業状況等の

調査、技能実習中における技術や言語の修得状況を定期的に調査・把握して、実習効

果の向上を図った。 
    また、技能実習修了者の帰国後就業状況等について、就業情報等の調査など技術・

技能が円滑に活用されているか確認するなどのフォローアップに努めるとともに、今

後の技能実習制度への活用に努めた。 
 



 
 

（８）技能実習生の日本語能力の向上 
    技能実習の円滑な実施には、日本語による意思の疎通が重要であることから、入国

後の講習後も日本語教育の充実を図るため、引き続き日本語の通信教育を実施すると

ともに、継続的な日本語能力試験の受験支援を行った。 
    2017年 6月にＩＰＭ作文コンクールを開催し、応募作品の中から最優秀賞・優秀賞・

ＩＰＭ賞を選考し、4名を表彰した。 
    2017 年は 7 月及び 12 月実施の日本語能力試験において、Ｎ2 合格者が 8 名、Ｎ3

合格者 34名、Ｎ4合格者 7名であった。 
     
（９）適切な技能実習候補生の選抜等 
    送出し機関による適切な技能実習候補生の選抜を確保するとともに、事前教育にお

ける日本語教育の強化及び日本の法律等についての指導の徹底を図った。 
 
（１０）技能実習生の失踪防止対策 
    技能実習生の失踪防止対策については、日頃の監査等に際して、実習状況の把握に

努めるとともに、受入れ企業及び送出し機関の理解と協力を得て、実習生の失踪が生

じないよう指導した。本年度は 23名の失踪者が発生したことを受け、関連の各送出し
機関に訪問指導の強化を依頼するとともに、問題点の把握及び迅速な対応に努めた。 

 
（１１）送出し国の多様化 
  フィリピン、インドネシア、タイ、ミャンマー等の東南アジア地域各国を中心に、

JITCOと連携して、送出し国の多様化のために必要とされる基本情報、送出し機関情
報の把握に努めた。 

 
（１２）技能実習制度の普及と強化 

外国人技能実習制度の趣旨説明を徹底、介護業務に関する中間とりまとめの周知及

びこれに係る当財団の活動等について、普及活動に注力した。 
 

① 企業等への文書及び訪問による普及活動を実施した。このため必要とされるホー

ムページ、パンフレット等の普及ツールについて刷新を行うとともにホームページ

での情報発信を行った。 
 

② 普及活動の手法を研究し、改善を図るとともに、役職員の普及活動能力の一層の

改善・向上に努めた。 
 

③ 外国人技能実習生受入れについての説明会・セミナー等を開催し、外国人技能実

習制度の普及を推進した。 
 

④ 広報誌「Ｉ.Ｐ.Ｍ.ニュース」発行等の広報活動事業を通じて、外国人技能実習制度
の普及を図った。 



 
 

 
３．共益事業  
 建設分野技能実習修了者が、受入建設企業との雇用契約に基づき建設特定活動に従事する

建設就労者の受入れに係る特定監理団体としての監理業務を実施した。 
 
（１）受入建設企業に対する監査の実施 
    受入建設企業に対する定期の監査を確実に実施し、必要に応じ受入建設企業への訪

問や外国人建設就労者に対する面談等を実施し、適切な監理を行った。特に、雇入れ

時の健康診断の実施について重点的に指導した。 
 
（２）定期的な就労状況の確認 
    １か月に少なくとも 1 回、必ず受入建設企業を訪問し、外国人建設就労者の就労状

況の確認を行うよう努めた。 
 
（３）相談体制の構築 
   外国人建設就労者の母国語での相談に対応できる職員を配置し、外国人建設就労者から

の相談に対応する措置を講じた。 
 
（４）調査等への協力 
    国土交通省の委託を受けた一般財団法人国際建設技能振興機構(FITS)による特定監理団

体及び受入予定及び受入れ中の建設企業に対する巡回指導に協力した。 
 
４．職業紹介事業の実施 
無料職業紹介事業の充実を図るとともに、公正な採用選考を行うため採用企業に現地での

採用面接に参加を促すなど協力を求めた。 
 
５．管理部門 
（１）広報活動 
① 当財団の事業に関する、広報誌「Ｉ.Ｐ.Ｍ.ニュース」を４回発行した。本年度は、
当財団と企業に双方向性のある情報、外国人の採用に係る情報も加え、賛助会員や広く

一般に対して有益な情報誌となるよう質の向上に努めた。また、ホームページを活用し、

情報を迅速に提供した。 
 
②当財団の刊行物を活用し、賛助会員や広く一般に対して、外国人との付き合い方につ

いての情報を提供した。 
 
（２）技能実習制度の変更等に係る職員研修の実施 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」による外国人技

能実習制度の大幅改正、及びその後の関係政省令の制定、外国人建設就労者受入事業の実

施等、技能実習生等の生活意識の変化等に適切に対応していくため、コンプライアンス、



 
 

情報セキュリティ―等も含め計画的に職員研修等を実施し、財団職員の知識・能力の向上

に努めた。 
 
（３）組織体制の強化 

各事務所の適正な職員配置に向けた対応を行い、体制整備を図った。



 
 

（２）事業報告の付属明細書 
 
特に、記すべきことはありません。 

 


